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１ はじめに 

                          

極めて厳しい財政状況の中で、効率的かつ効果的な行政運営を実現するとともに、地域

経済を活性化していくためには、公共施設や設備の建設、製造、改修、維持、管理及び運

営（以下、「公共施設等の整備等」という。）に、民間の資金やノウハウを活用していくこ

とが重要であり、多様な公民連携（PPP）事業手法を本市においても、今まで以上に積極

的に取り入れていく必要があります。 

  本市ではこれまで、指定管理者制度、民間委託、PFI など、民間の資金やノウハウを活

用し、市民サービスの充実を図ってきたところですが、今後は、公民連携（PPP）の更な

る推進のため、公共施設等の整備等にあたり、市の直営といった従来手法に優先して、多

様な公民連携（PPP）事業手法を検討することとします。 

 

 

２ 趣旨 

                            

  本ガイドラインは、「公民連携推進のための基本的な考え方」（以下「基本方針」という。）

の第 10「公民連携推進のための方策等」（Ｐ24）の第 11 項「優先的な検討の実施」（Ｐ

26）を別に定め、基本方針を補完するものです。 

公共施設等の整備等を行うための基本構想や基本計画を策定する場合などには、基本方

針及び本ガイドラインに基づき、優先的な検討に取り組むこととします。 
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３ 対象事業等 

                         

⑴ 対象事業 

   市で実施する次の公共施設等の整備等については、従来手法に優先して、基本方針第

７（Ｐ18～19）に示す多様な公民連携（PPP）事業手法の導入を検討することとしま

す。なお、事業費が次に掲げる金額を下回っていても、多様な公民連携事業（PPP）手

法の導入について、検討することができるものとします。 

① 事業費の総額が 10 億円以上の公共施設等の整備等 

② 単年度の事業費が１億円以上の公共施設等の整備等 

 

⑵ 対象事業の例外 

   前項の規定に関わらず、次に掲げることについては、優先的な検討の対象から除くこ

ととします。 

① 災害復旧など緊急に行う必要がある公共施設等の整備等 

② 民間のノウハウの余地が限定的と考えられる公共施設等の整備等 

  



 

3 

 

４ 優先的検討方法 

                       

  従来手法に優先して、多様な公民連携（PPP）事業手法の検討は、次の流れ（基本方針

第８（P19～20））で実施することとします。 

 

⑴ 第１ステージ（簡易な検討） 

   第３（Ｐ２）に規定する、従来手法に優先して検討する対象事業について、その期間

や特性並びに規模などを踏まえ、当該事業の品質を確保することに留意し、多様な公民

連携（PPP）事業手法（別紙１）の中から、最も適切な手法を選択するものとします。

また、適切な手法を選択する際に、ひとつの手法を選択することが困難であるときは、

複数の手法を選択できるものとします。 

   次に、選択した公民連携（PPP）事業手法と従来手法との間で、各費用の総額などを、

シート（別紙２）に基づき比較を行うことで、選択した手法の導入適否を評価するもの

とし、また、複数の手法を選択した場合においては、それぞれの手法についての費用な

どを求め、その中で各費用の総額などが最も低い手法と従来手法との間で、同様な比較

及び評価をするものとします。 

   当該事業と同種の事例や過去の実績に照らし、指定管理者制度などの手法の選択が適

切と認められる場合においては、それぞれのステージ（簡易な検討及び詳細な検討）を

経ることなく、その当該事業について、それらの手法を選択できるものとします。 

   なお、過去の実績が乏しいことなどにより、選択した公民連携（PPP）事業手法にお

ける導入適否の評価が困難である場合には、民間事業者への意見聴取を踏まえた導入適

否の評価など、公的負担の抑制につながることを客観的に評価することができる方法に

より、選択した公民連携（PPP）事業手法の導入適否を評価することができるものとし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

☞ ポイント 

簡易な検討とは、専門的な外部コンサルタントなどを活用せず、当該事業主管課が自ら、候補と

された公民連携事業手法の導入適否を評価する段階です。このことにより、この段階で、明らかに

公民連携事業手法導入の見込みがない公共施設等の整備等について、公民連携事業手法を導入しな

いこととすることができ、無用な調査に要する費用を削減することができます。 

（内閣府「PPP/PFI 手法導入優先的検討規定策定の手引き」より） 
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⑵ 第２ステージ（詳細な検討） 

   第１ステージにおいて、導入に適すると評価した従来手法に優先して検討する対象事

業について、詳細な検討を行い、改めて公民連携（PPP）事業手法の導入適否を評価す

るものとします。 

   第２ステージにおいては、専門的な外部コンサルタントなどをアドバイザーとして活

用し、より詳細な公民連携（PPP）事業手法と従来手法との費用などを比較することで、

公民連携（PPP）事業手法の導入適否を評価するものとします。 

   なお、詳細な検討を実施する場合には、その必要な予算の要求や措置を行うものとし

ます。 

 

 

５ 検討結果の公表 

                       

  第４第１項（Ｐ３）または第２項（Ｐ４）において、第３（Ｐ２）に規定する、従来手

法に優先して検討する対象事業について、公民連携（PPP）事業手法の導入に適しないと

評価した場合には、シート（別紙２）を、インターネット上で公開するものとします。 

 

 

６ 推進体制等 

                         

  公民連携（PPP）事業手法の導入にあたっては、当該事業所管課が主体となって進めて

行くことになりますが、検討段階から運営段階まで長期にわたり、財政や法務等の専門的

な知見を要するため、全庁的な協力体制のもと取り組む必要があり、このことに係る職員

の知識の向上を図るため、研修などの必要な措置を講ずることとします。 

また、公民連携（PPP）事業手法の優先的検討の推進のためには、第４に示す第１ステ

ージ（簡易な検討）において、その内容をチェックする機能の強化が重要であり、庁内横

断的な会議体を活用することや、外部有識者で構成する附属機関へ客観的かつ専門的な意

見を求めることなどで、その強化を図っていくこととします。 



別紙１（第１関係）公民連携の具体的な事業手法 
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公共施設や設備の建設、製造、改修、維持、管理及び運営の手法

・直営（状来手法）

■公設公営

公民連携事業（PPP）手法

・民間委託

　公共施設等について、管理及び運営に係る
一部の業務(清掃、警備、保守管理、植栽管
理などの業務)を、民間に委託するもの

■公設民営

・指定管理者制度

など 　公共施設等について、管理及び運営を、民
間に委託するもの

など

■その他

■民設民営

・DBO方式
　公共施設等の整備等について、民間
（PFI事業者）に一体的に委ねるもの 　公共施設等の整備等について、資金調達を

除き、民間に一体的に委ねるもの

・PFI

・定期借地方式
Build Transfer Operate方式の略称
で、PFIの代表的な形態 　公共施設等の整備等について、土地の活用

及び企画とセットで、民間（不動産開発事業
者等）に一体的に委ねるもの

BTO方式

BOT方式

・市場化テスト

など

など

Build Operate Transfer方式の略称
で、PFIの代表的な形態 　公共施設等について、管理及び運営を、市

と民間の対等な立場の競争入札によって決
定し、その者に委ねるもの



別紙２（第４関係）公民連携事業手法導入検討シート 
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事業名

事業担当部局名

用地等

場所

敷地面積 ㎢

規制等

容積率 ％

用途

建ぺい率 ％

選択手法

公 民 連 携 事 業 手 法 従 来 手 法

概要

事業
期間

整備等 年 年

運営等 年 年

総事業費 億円 億円

VFM ％ ％

整備等費用 億円 億円

運営等費用 億円 億円

資金調達費用 億円 億円

調査等費用 億円 億円

利用料金等収入 億円 億円

その他費用 億円 億円

備考

想定選択手法導入効果 ％



 

 



 

 

 


